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の姚文智（台北 2区）と国民党の盧秀燕（台中 5 区）が自発的に立法委員を辞任した。















































蔡英文 35.7 24.5 22.7






























韓国瑜 44.7 15.8 18.0 44.8
郭台銘 29.2 14.1 14.6 27.7
朱立倫 20.7 15.6 18.8 17.9
周錫瑋 7.6 17.5 17.7 6.0


























































































対決姿勢をとる黄国昌（ 3 月まで党主席）の路線に，林昶佐，洪慈庸の立法委員 2
人が反対し， ₈月に離党した。この 2 人は立法委員選挙に無所属で立候補した。
　民進党は小選挙区において時代力量を離党した林昶佐（台北 5区）および洪慈庸
（台中 3区）や台湾基進党の陳柏惟（台中 2 区），無所属の趙正宇（桃園 6区）のほか，




































































































政院で決定し，2019年 7 月 1日～2021年12月31日の 2年半の期間で実施されてい
る。なお，これらの投資促進プログラムではサービス業企業も対象となっている。
　以上 3つの投資促進プログラムを申請する場合，製造業では蔡英文政権が進め





































プログラム名 認可企業数 投資金額（億元） 就業機会（件）
Uターン投資促進プログラム 165 7,121 58,918
台湾企業投資促進プログラム 35 856 6,112
中小企業向け投資促進プログラム 102 447 4,344






























































（ 1 - 1 ）台湾に中華民国が存在することを正視する
（ 1 - 2 ）台湾人民が自由と民主主義を堅持することを尊重する
（ 1 - 3 ）平和的かつ対等な方式で中台間の問題を解決する
（ 1 - 4 ）政府や政府から公権力の行使を委託された機関と交渉する
「 3つの防御網」
（対抗策）
（ 2 - 1 ）民生分野（主にパンデミックリスク対策）
（ 2 - 2 ）情報通信（サイバー攻撃やフェイクニュースへの対策）




















めた。アメリカ海軍艦艇は2019年中， 6 月，10月，12月を除き，月 1回の頻度で
計 9回台湾海峡を通過した。アメリカ空軍の MC-130J 特殊作戦機（ ₈月と 9月），
フランス（ 4月）やイギリス（12月）の海軍艦艇も台湾海峡を通過した。 7月には

















































































































1 月 1 日 ▼蔡英文総統，新年談話を発表。
▼ U ターン投資促進プログラム運用開始。

































































































































29日 ▼中国軍の Y ₈ 電子戦機，台湾東部沖
を飛行。漢光35号演習を偵察か。
31日 ▼立法院，両岸人民関係条例第 5条 3
項修正案を可決。中国との政治協議に憲法改
正より厳しい手続きを定める。






























27日 ▼立法院，司法院大法官 4 人の人事案
を承認。
7 月 1 日 ▼立法院，所得税法改正案可決。家
族介護に年12万元の特別控除可能に。





























8 月 6 日 ▼柯文哲台北市長，台湾民衆党を結
成。




























26日 ▼ 米空軍 MC-130J 特殊作戦機，台湾
海峡を通過（同型機として 2 回目）。
10月 3 日 ▼第 5 世代移動通信システム（ 5 G）
入札締め切り， 5社書類提出。
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　バチカン市国 1942. 7 1972年最後の大使が離任
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　パラグアイ共和国 1957. 7. 8
　ホンジュラス共和国 1957 公使館設置




　ニカラグア共和国 1990.11. 6 復交 1985.12. 7 断交










2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
人 口（1,000人） 23,374 23,434 23,492 23,540 23,571 23,589 23,603
労 働 力 人 口（同上） 11,445 11,535 11,638 11,727 11,795 11,874 11,946
消費者物価上昇率（％） 0.79 1.20 -0.30 1.39 0.62 1.35 0.56
失 業 率（％） 4.18 3.96 3.78 3.92 3.76 3.71 3.73




2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
民 間 消 費 支 出 8,242 8,603 8,788 9,082 9,326 9,609 9,870
政 府 消 費 支 出 2,259 2,361 2,364 2,482 2,487 2,623 2,644
資 本 形 成 3,441 3,668 3,706 3,798 3,771 4,075 4,402
固 定 資 本 形 成 3,466 3,631 3,664 3,808 3,796 3,991 4,429
在 庫 増 減 -25 38 42 -10 -25 85 -27
財 ･ サ ー ビ ス 輸 出 11,854 12,559 12,157 11,808 12,096 12,219 12,114
財 ･ サ ー ビ ス 輸 入 10,527 10,934 9,959 9,615 9,696 10,184 10,131
国 内 総 生 産（GDP） 15,271 16,258 17,055 17,555 17,983 18,343 18,899
海 外 純 要 素 所 得 403 439 440 451 447 415 451




2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
全 産 業 15,744 16,560 16,723 17,047 17,677 18,218 18,557
農 林 水 産 業 385 393 362 328 355 370 365
鉱 業 ・ 採 石 業 14 13 12 11 11 12 12
製 造 業 4,853 5,364 5,436 5,656 5,963 6,160 6,188
電 気 ･ ガ ス 281 289 278 296 296 303 307
水道・環境サービス 98 100 97 98 101 106 109
建 設 業 416 419 416 411 408 416 423
小 売 ・ 卸 売 業 2,601 2,685 2,672 2,678 2,794 2,886 2,976
運 輸 ・ 倉 庫 業 498 501 497 511 543 573 583
宿 泊 ・ 飲 食 業 423 426 430 436 439 451 467
情 報 通 信 業 451 478 518 549 570 594 625
金 融 ・ 保 険 業 977 1,055 1,100 1,125 1,183 1,228 1,274
不 動 産 業 1,332 1,358 1,386 1,399 1,423 1,460 1,486
公共サービス・国防 1,060 1,050 1,051 1,050 1,058 1,065 1,080
教 育 745 751 749 739 736 737 738
そ の 他 サ ー ビ ス 業 1,622 1,697 1,726 1,760 1,797 1,858 1,918
（＋）輸 入 税 183 194 196 200 209 216 226
（＋）付 加 価 値 税 279 295 291 308 315 320 328
統 計 誤 差 -35 -113 -26 0 -65 -120 30
国 内 総 生 産（GDP） 16,172 16,935 17,183 17,555 18,137 18,634 19,140






2016 2017 2018 2019
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
中 国 73,732 43,991 88,745 50,037 96,498 53,790 91,817 57,385
香 港 38,254 1,330 41,165 1,512 41,401 1,409 40,331 1,062
日 本 19,471 40,620 20,574 41,939 22,801 44,151 23,282 44,034
韓 国 12,531 14,650 14,416 16,893 15,739 19,525 16,917 17,734
シンガポール 16,147 7,526 17,620 8,711 17,324 8,416 18,186 7,923
マ レ ー シ ア 7,814 6,289 10,368 7,178 10,602 9,305 9,400 10,379
ベ ト ナ ム 9,511 2,746 10,457 3,120 10,771 3,698 10,772 5,279
タ イ 5,490 3,818 6,381 4,357 6,168 4,581 5,518 4,252
フ ィ リ ピ ン 8,659 2,204 9,593 2,378 8,942 2,493 6,157 2,114
ド イ ツ 5,897 8,569 6,429 9,198 7,058 9,969 6,522 9,401
オ ラ ン ダ 4,469 4,145 4,972 3,476 5,856 3,883 5,863 7,879
ア メ リ カ 33,396 27,087 36,773 28,396 39,490 33,105 46,243 34,831
オーストラリア 2,948 6,118 2,931 8,235 3,395 9,552 3,237 10,063
そ の 他 40,856 60,106 45,063 71,770 47,962 80,915 44,949 73,358




2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
経 常 収 支 49,937 60,607 72,769 71,259 83,093 70,843 64,350
貿 易 収 支 54,578 60,249 73,139 70,960 81,258 67,034 57,773
輸 出（FOB） 384,701 382,253 339,837 309,283 342,706 345,495 330,910
輸 入（FOB） 330,123 322,004 266,698 238,323 261,448 278,461 273,137
サ ー ビ ス 収 支 -15,197 -11,344 -10,780 -10,487 -8,723 -6,622 -5,184
収 入 36,461 41,578 40,968 41,291 45,213 50,209 51,811
支 出 51,658 52,922 51,748 51,778 53,936 56,831 56,995
第 一 次 所 得 収 支 13,520 14,458 13,779 13,956 14,695 13,752 14,663
収 入 24,609 29,212 28,893 29,480 34,239 39,051 39,114
支 出 11,089 14,754 15,114 15,524 19,544 25,299 24,451
第二次所得収支（純） -2,964 -2,756 -3,369 -3,170 -4,137 -3,321 -2,902
資 本 勘 定 67 -8 -5 -9 -12 63 -3
金 融 勘 定 41,053 50,531 65,012 58,530 71,343 54,220 52,857
直 接 投 資（純） 10,687 9,883 12,318 8,685 8,261 11,060 3,648
証 券 投 資（純） 29,129 44,041 55,112 77,120 77,839 84,028 46,288
派 生 金 融 商 品（純） -838 -546 2,195 1,700 -503 1,638 2,501
そ の 他 投 資（純） 2,075 -2,847 -4,613 -28,975 -14,254 -42,506 420
誤 差 脱 漏 2,367 2,947 7,259 -2,057 729 -4,187 5,168





　 6　中央政府財政（決算ベース） （単位：100万元） 
2015 2016 2017 2018 2019 2020
歳 入 1,885,341 1,895,641 1,921,299 2,017,736 1,992,563 2,106,961
税 収 1,465,119 1,533,842 1,522,877 1,639,217 1,647,107 1,679,592
営業利益および事業収入 237,657 231,987 233,506 238,257 229,022 244,186
手数料および反則金収入 120,255 85,164 120,489 97,052 79,844 123,209
財 産 収 入 49,347 26,634 22,649 29,602 25,878 48,018
そ の 他 12,962 18,013 21,778 13,608 10,712 11,956
歳 出 1,896,255 1,940,603 1,930,978 1,909,712 1,997,978 2,077,569
一 般 政 務 費 177,153 179,700 176,006 185,066 189,034 197,778
国 防 費 305,378 309,297 305,698 313,742 324,673 337,505
教 育 科 学 文 化 費 379,708 382,721 401,751 386,912 415,679 420,181
経 済 発 展 費 258,629 266,730 256,734 233,096 242,046 246,924
社 会 福 祉 費 439,699 460,369 475,403 487,377 491,971 523,491
社区発展・環境保護費 15,911 17,457 16,437 18,003 18,942 23,183
年 金 ・ 遺 族 手 当 費 138,395 146,829 137,882 127,650 138,074 146,389
債 務 費 111,722 113,204 101,811 100,725 111,514 108,001





2015 2016 2017 2018 2019
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
全 産 業 427 10,965,485 323 9,670,732 580 9,248,862 726 8,497,730 610 4,173,090
農 林 水 産 業 0 2,200 2 8,000 4 16,815 6 26,037 1 52,390
鉱業・採石業 0 21,539 1 9,210 0 22,703 0 0 0 0
製 造 業 210 6,485,575 149 7,112,219 225 6,435,556 293 5,975,531 250 2,408,058
建 設 業 0 11,848 5 67,904 17 9,634 12 57,966 14 28,758
卸売・小売業 116 679,942 84 535,112 183 1,059,867 209 1,188,919 182 1,008,872
運輸・倉庫業 5 42,278 1 71,974 6 37,801 9 158,425 6 146,752
宿泊・飲食業 5 14,474 4 24,424 10 22,498 9 84,798 8 6,606
情 報 通 信 業 12 116,468 9 49,335 23 64,061 33 47,106 11 45,293
金融・保険業 24 2,785,892 20 1,362,907 15 1,073,515 26 589,043 18 236,871
そ の 他 55 805,269 48 429,647 97 506,412 129 369,905 120 239,490
（注）　承認ベース。
（出所）　経済部投資審議委員会ウェブサイト（http://www.moeaic.gov.tw/）。
